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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第33期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

   ４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

第１四半期 
連結累計期間

第34期
第１四半期 
連結累計期間

第33期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 18,273 17,836 70,483

経常利益 (百万円) 3,290 2,280 7,068

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,381 1,361 3,916

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,260 1,368 2,818

純資産額 (百万円) 122,227 120,835 121,165

総資産額 (百万円) 136,024 135,866 137,403

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額

(円) 81.93 33.31 94.91

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 88.9 88.6 87.9

２ 【事業の内容】

－ 2 －



平成23年３月期有価証券報告書(平成23年６月27日提出)により開示を行った内容から重要な変更がな

いため、記載を省略しております。 

  

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、３月に発生した東日本大震災における未曾有

の被害と福島第一原子力発電所の事故による影響等を受け、企業の生産活動、個人消費等が急速な

落ち込みを見せた後、一部に持ち直しの動きが見られたものの、総じて厳しい状況が継続いたしま

した。 

 当社を取り巻く環境につきましても、建築・土木分野の長期低迷による大幅減産の継続、鋼材市

況の軟化、円高による輸出環境の悪化に加え、主原料スクラップ価格動向について極めて不透明な

状況が続くなど、厳しい経営環境となりました。 

 このような厳しい状況のなか、当社グループは、震災の復興に資する諸施策への対応を最優先に

取り組むとともに、生産・販売・調達一体となったきめ細かな対応を図りながら、あらゆる無駄の

排除に取り組むGo ZERO活動を強化・推進し、グループ全社を挙げて徹底したコスト削減を追求して

まいりました。加えて、需要家の皆様にご理解を頂きながら適正価格の維持・改善に努めてまいり

ました。          

 この結果、当第１四半期連結累計期間の当社グループにおける鋼材売上数量は20万６千トン(前年

同期実績21万２千トン)、売上高は178億３千６百万円（前年同期実績182億７千３百万円）、経常利

益は22億８千万円（前年同期実績32億９千万円）となり、当四半期純利益は13億６千１百万円（前

年同期実績33億８千１百万円）となりました。 

 なお、当社グループは普通鋼の生産及び製品等の販売並びにこれらの運送を営む単一のセグメン

トとなっております。 

  

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は４百万円であります。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1) 業績の状況

 (2) 研究開発活動
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 113,812,700

計 113,812,700

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,279,982 42,279,982

東京証券取引所
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部）

単元株式数は 
100株であります。

計 42,279,982 42,279,982 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年６月30日 ― 42,279 ― 8,769 ― 11,771

(6) 【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年３月31日)に基づく株主名簿

による記載をしております。 

平成23年３月31日現在 

 
(注)１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。 

  ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式94株が含まれております。 

  

平成23年３月31日現在 

 
  

該当事項はありません。 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,014,100
― 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式(その他)
普通株式

41,216,700
412,167 同上

単元未満株式
普通株式

49,182
― ―

発行済株式総数 42,279,982 ― ―

総株主の議決権 ― 412,167 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
大阪製鐵㈱

大阪市大正区南恩加島
一丁目９番３号

1,014,100 ― 1,014,100 2.40

計 ― 1,014,100 ― 1,014,100 2.40

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

－ 6 －



１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 349 378

受取手形及び売掛金 22,161 22,835

製品 5,337 7,304

仕掛品 274 285

原材料及び貯蔵品 4,580 4,933

繰延税金資産 399 304

預け金 56,222 50,015

その他 143 2,410

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 89,464 88,464

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 18,438 18,441

減価償却累計額 △12,459 △12,559

建物及び構築物（純額） 5,979 5,882

機械装置及び運搬具 53,504 53,534

減価償却累計額 △43,963 △44,432

機械装置及び運搬具（純額） 9,541 9,102

工具、器具及び備品 5,630 5,665

減価償却累計額 △4,809 △4,859

工具、器具及び備品（純額） 821 805

土地 29,338 29,338

建設仮勘定 241 337

有形固定資産合計 45,921 45,465

無形固定資産

その他 16 16

無形固定資産合計 16 16

投資その他の資産

投資有価証券 1,303 1,255

長期貸付金 6 6

繰延税金資産 285 276

その他 489 465

貸倒引当金 △83 △83

投資その他の資産合計 2,001 1,920

固定資産合計 47,939 47,402

資産合計 137,403 135,866
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,089 7,076

未払法人税等 1,740 777

修繕引当金 1,093 1,155

その他 2,196 1,952

流動負債合計 12,120 10,961

固定負債

繰延税金負債 2,030 1,998

退職給付引当金 1,658 1,640

役員退職慰労引当金 144 146

その他 284 284

固定負債合計 4,117 4,069

負債合計 16,238 15,031

純資産の部

株主資本

資本金 8,769 8,769

資本剰余金 10,648 10,648

利益剰余金 101,963 102,911

自己株式 △1,082 △2,368

株主資本合計 120,298 119,961

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 418 390

その他の包括利益累計額合計 418 390

少数株主持分 448 483

純資産合計 121,165 120,835

負債純資産合計 137,403 135,866
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
 【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日)

売上高 18,273 17,836

売上原価 13,960 14,499

売上総利益 4,312 3,336

販売費及び一般管理費

運搬費 614 598

給料及び賞与 168 193

退職給付引当金繰入額 8 10

役員退職慰労引当金繰入額 11 7

減価償却費 9 11

その他 270 261

販売費及び一般管理費合計 1,082 1,081

営業利益 3,229 2,254

営業外収益

受取利息 30 23

受取配当金 12 12

固定資産賃貸料 22 39

その他 39 7

営業外収益合計 104 83

営業外費用

出向者給料等負担金 21 20

固定資産除却損 7 12

その他 14 23

営業外費用合計 44 57

経常利益 3,290 2,280

特別利益

固定資産売却益 1,801 －

特別利益合計 1,801 －

税金等調整前四半期純利益 5,091 2,280

法人税、住民税及び事業税 1,168 781

法人税等調整額 530 102

法人税等合計 1,698 884

少数株主損益調整前四半期純利益 3,393 1,396

少数株主利益 12 35

四半期純利益 3,381 1,361
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 【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,393 1,396

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △132 △28

その他の包括利益合計 △132 △28

四半期包括利益 3,260 1,368

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,248 1,332

少数株主に係る四半期包括利益 12 35
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当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおり

であります。 

  

 
  

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計

上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計

上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12

月４日）を適用しております。

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

減価償却費 927百万円 702百万円

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月28日 
取締役会

普通株式 206 5.00 平成22年３月31日 平成22年６月７日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月19日 
取締役会

普通株式 412 10.00 平成23年３月31日 平成23年６月７日 利益剰余金
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    前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

当社グループは普通鋼の生産及び製品等の販売並びにこれらの運送を包括的に営んでおり、当社グ

ループで経営資源の配分の決定及び業績評価を行っていることから、事業セグメントは単一であり、

該当事項はありません。 

  

    当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

当社グループは普通鋼の生産及び製品等の販売並びにこれらの運送を包括的に営んでおり、当社グ

ループで経営資源の配分の決定及び業績評価を行っていることから、事業セグメントは単一であり、

該当事項はありません。 

  

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第33期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)期末配当については、平成23年５月19日開催の

取締役会において、平成23年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配当

を行うことを決議致しました。 

  

１．配当金の総額                  412百万円 

２．１株当たりの金額                   10円 

３．支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成23年６月７日 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(１株当たり情報)

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 81円93銭 33円31銭

 (算定上の基礎)

四半期純利益(百万円) 3,381 1,361

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 3,381 1,361

普通株式の期中平均株式数(株) 41,266,700 40,858,998

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成23年８月９日

大阪製鐵株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大
阪製鐵株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成
23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大阪製鐵株式会社及び連結子会社の平成23
年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    乾   一 良   印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    西 野 勇 人    印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。




